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【別添】 

 

 

平成２８年度ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業 公募要領 

 

 

 

申請受付期間 

   平成２８年４月１日（金）～平成２８年４月２２日（金） 

 

提出先及び問い合わせ先 

   総合通信局及び沖縄総合通信事務所 

   ※詳細は別紙３の担当課一覧を御参照ください。 

 

 

 

 添付資料 

 

 ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業 実施要綱------------------  別紙１ 

 

 ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業 実施要綱（様式）----------  別紙２ 

 

 総合通信局及び沖縄総合通信事務所担当課一覧  --------------  別紙３ 
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平成２８年度ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業 公募要領 

 

 

 

１ ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業の趣旨・目的  

 

総務省では、平成１９年度から地域情報化に知見・ノウハウを持つ有識者を「地域

情報化アドバイザー」として委嘱し、派遣要請のあった地方公共団体等へ派遣する事

業を実施して、地域活性化の取組を支援しているところである。この「地域情報化ア

ドバイザー」派遣事業は、講演や助言のための随時の派遣申請を受け付けるものであ

るのに対し、より中長期にわたって地域における実際の取組に関与、支援を行うため、

平成２４年度から新たに「ＩＣＴ地域マネージャー」派遣制度を設けたところである。 

「ＩＣＴ地域マネージャー」派遣制度は、情報通信技術（以下、「ＩＣＴ」という。）

を活用した取組みを検討する地方公共団体等に対し、ＩＣＴの知見、ノウハウ等を有

するＩＣＴ地域マネージャー（以下、「マネージャー」という。）を派遣し、地域にお

けるＩＣＴ利活用に関する助言、提言、情報提供等を行うことにより、地域における

ＩＣＴ利活用を促進し、活力と魅力ある地域づくりに寄与するとともに、地域におい

てＩＣＴを活用した取組みの中核を担える人材を育成することを目的とする。 

 

本公募要領は、「ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業実施要綱」（以下、「実施要綱」と

いう。）第３条第２項に規定する地方公共団体等からの申請に対して総務省が必要と

判断して派遣する場合（以下、「公募選定」という。）の取扱いについて、実施要綱第

３条第３項に基づき定めるものであり、公募選定にあたっては、実施要綱及び本公募

要領に従って実施することとする。 

 

２ 公募の概要  

 

公募期間 平成２８年４月１日（金）～同年４月２２日（金）１５：００必着 

（郵送の場合は、同日付け必着） 

公募対象 

 

次のいずれかの団体からの公募を行う。 

①地方公共団体（一部事務組合及び広域連合を含む） 

②地方公共団体と共同で事業の運営等を行う地方公共団体の出資若しくは

拠出に係る法人又は特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１

０条に基づく認証を受けた特定非営利活動法人 

（以下、①及び②を併せて、「地方公共団体等」という。） 
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対象事業 

 

派遣対象事業は、地方公共団体等が実施するＩＣＴを活用した事業で、マネ

ージャーを派遣し、課題整理、アドバイス・助言、情報提供等を行う必要の

ある事業を対象とする。 

 なお、同一内容の事業（成果目標が同一と認められる事業）に対する過年

度からの継続派遣については、原則、連続２カ年までとする。 

（マネージャー派遣事業は、地方公共団体等が主体的に実施する事業に対し

アドバイス・助言等の支援を行うものであり、作業を代替したり、事業を主

導的に進めたりするものでないことに留意されたい。） 

経費負担 総務省はマネージャーの派遣に係る謝金及び旅費を負担する。 

なお、謝金については、原則、１団体１００万円を上限とする。 

派遣期間 派遣決定の日から平成２９年２月末まで 

公募方法 マネージャーの派遣を希望する地方公共団体等は、実施要綱の様式第１号の

「申請書」に参考となる資料を添付して、公募期間内に、別紙３の所管する

各総合通信局又は沖縄総合通信事務所へ郵送又は持参にて、正本（１部）、

副本（１部）の合計 2部を提出すること。また、併せて電子データを、電子

メール等により提出すること。 

 なお、申請書類（電子媒体含む）の返却は行わない。 

申請要件 実施要綱第２条の事業目的及び第３条の事業内容に合致した申請であるこ

と。 

審査基準 審査にあたっては、以下の各項目により評価し、派遣先を決定する。 

 

①具体性 

マネージャーの派遣を申請する事業の成果目標が明確且つ具体的である

かどうか。また、事業の内容、目的、スケジュール及びマネージャーに求め

る役割が具体的に定められているかどうか。 

②実現性 

事業の内容、目的、スケジュールが十分に実現可能なものであるかどうか。 

③公共性 

地域の課題の解決に資する事業であり、他の地域への普及展開が見込める

など、国が派遣するにふさわしい事業であるかどうか。 

④継続性 

マネージャー派遣終了後も、申請団体が自立して継続的又は発展的に実施

できる事業であるかどうか。 

⑤人材育成 

マネージャーの派遣により、申請団体におけるＩＣＴ人材の育成（ＩＣＴ

の利活用に関する知識やノウハウの蓄積、リテラシーの向上）につながるか
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どうか。 

⑥実施体制 

地域の関係者（地域おこし協力隊や地域で活動する住民等）との協働や庁

内の関係部署との連携など、成果目標の達成に必要な体制が組まれているか

どうか。 

採択方法 ①上記の審査基準に基づき総務省において申請内容について評価し、派遣先

の内定を行う。 

②内定となった申請団体に対しては、派遣するマネージャーの調整など、実

際の派遣にあたって必要な事項の連絡調整を行う。 

③内定とならなかった申請団体に対しては、その旨を総務省から伝達する。 

④派遣決定については、内定となった申請団体と派遣するマネージャーの調

整を行い、調整が整い次第、実施要綱の様式第３号の派遣決定通知書によ

り行う。 

 

３ その他 

（１）マネージャーは、原則、地域情報化アドバイザー又は総務省ＩＣＴ利活用事業の

プロジェクトマネージャー等の中から総務省が委嘱することを想定している。 

※地域情報化アドバイザーについては、以下のホームページを参照のこと。 

http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/ictriyou/manager.html  

 

（２）審査に当たって、申請団体に対してヒアリング等の実施や追加資料の提出等を要

請することがある。 

 

（３）派遣先に内定した申請団体の申請内容については、必要に応じて派遣決定時まで

に総務省と内定した申請団体との間で調整の上、修正等を行うことがある。 

 

（４）本要領で定めるところによるほか、緊急性・必要性の高い場合には、実施要綱に

基づき、派遣を行うことがある。 

 

（５）その他、本事業の実施については、実施要綱及び本要領に定めるところによるほ

か、新たに取り決めを行うべき事項が生じた場合には、総務省が速やかにこれを

定め、必要に応じて総務省ホームページ（http://www.soumu.go.jp/）で公開する

ものとする。 

 

（６）問い合わせ先 

〒100-8926  東京都千代田区霞ヶ関２－１－２ 中央合同庁舎第２号館 

http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/ictriyou/manager.html
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総務省情報流通行政局地域通信振興課  

ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業担当 

電話：03-5253-5758  FAX：03-5253-5759 



 
 

平成２８年４月１日 

 

ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業 実施要綱 

 

（本要綱の趣旨） 

第１条 本要綱は、総務省が実施するＩＣＴ地域マネージャー派遣事業（以下、「本事

業」という。）を実施するために必要な事項を定めるものである。 

 

（事業目的） 

第２条 本事業は、情報通信技術（以下、「ＩＣＴ」という。）を活用した取組みを検討

する地方公共団体、地方公共団体と共同で事業の運営等を行う地方公共団体の出資若

しくは拠出に係る法人又は特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第１０条

に基づく認証を受けた特定非営利活動法人（以下、「地方公共団体等」という。）に対

して、ＩＣＴの知見、ノウハウ等を有する専門家（ＩＣＴ地域マネージャー（以下、

「マネージャー」という。））を派遣し、地域におけるＩＣＴ利活用に関する助言、提

言、情報提供等を行うことにより、地域におけるＩＣＴ利活用を促進し、活力と魅力

ある地域づくりに寄与するとともに、地域においてＩＣＴを活用した取組みの中核を

担える人材を育成することを目的とする。 

 

（事業内容） 

第３条 本事業は、地方公共団体等のＩＣＴを活用した取組みに対し、マネージャーを

派遣し、課題整理、アドバイス・提言、情報提供等を行うものである。（アドバイザ

ー派遣事業からの移行・継続での派遣も可能） 

２ 本事業におけるマネージャーの派遣は、地方公共団体等からの申請を受けて総務省

が適当であると判断したときに、総務省と当該地方公共団体等との合意により実施す

る。 

３ 前項の地方公共団体等からの申請を受けて総務省が適当であると判断する手続き

については、別に定める。 

４ 本事業において１地域に対し派遣するマネージャーの人数は、原則として１名とす

る。ただし、総務省が特に必要と認める場合はこの限りではない。 

５ 本事業に基づくマネージャーの派遣は、実施期間中の必要に応じた回数とし、原則

として、１回につき３日間以内（移動日を含まない。）、１日につき６時間以内の派遣

とする。また、原則として、マネージャーが地方公共団体等に赴くものとする。ただ

し、総務省が特に必要と認める場合はこの限りではない。 

６ 過年度からの同一事業に対する継続派遣は、原則、連続２カ年までとする。 

 

別紙１ 



 
 

（派遣申請） 

第４条 前条第２項の規定によりマネージャーの派遣を受けようとする地方公共団体

等（以下、「申請団体」という。）は、次に掲げる派遣申請書をあらかじめ総務省に提

出しなければならない。 

（１）ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業 申請書（様式第１号） 

（２）その他参考となる資料 

 

（派遣先の内定） 

第５条 総務省は、前条の規定による派遣の申請があったときは、その内容を審査し、

派遣先を内定する。 

２ 総務省は、前項の内定を行うに当たり、必要があると認めるときは、申請団体及び

申請内容に係る関係者に説明を求めることができる。 

 

（マネージャーの選任） 

第６条 本事業により派遣するマネージャーの選任については、総務省が、派遣先に内

定した申請団体と協議のうえ、社会的信望があり、地域情報化に関する一定の知識又

は経験を有する者の中から決定するものとする。 

 

（実施期間） 

第７条 本事業におけるマネージャーの派遣期間は、原則として、派遣が決定した日か

ら派遣が決定した年度の２月末までとする。 

 

（経費負担） 

第８条 本事業の派遣に直接的に要する経費（マネージャーへの謝金及び旅費）は、予

算の範囲内において総務省が負担するものとする。ただし、謝金については、原則と

して、１団体当たり１００万円を上限とする。 

２ マネージャーへの謝金については、総務省諸謝金等使用基準（平成２７年３月１９

日大臣官房会計課長決定）に準じた支払とする。 

３ マネージャーの旅費については、総務省所管旅費取扱規程（平成１３年１月６日総

務省訓令第５２号）に準じた支払とする。 

４ 本事業の派遣において、マネージャーの派遣に要する謝金及び旅費以外の経費につ

いては、原則として、申請団体の負担とする。 

 

（派遣の決定） 

第９条 総務省は、第５条で内定した申請団体及び第６条で選任されたマネージャーと

派遣内容等の調整を行う。 



 
 

２ 総務省は、前項の調整が整った場合、第６条で選任されたマネージャーに対し様式

第２号の委嘱状を交付するとともに、様式第３号の派遣決定通知書により申請団体に

通知する。 

３ 総務省は、前項の決定に際して必要な条件を付すことができる。 

４ マネージャーの委嘱期間は、１年を超えない範囲内において総務省が定める。 

 

（マネージャーの業務） 

第１０条 マネージャーは、総務省の委嘱に基づき、派遣先の地方公共団体等に対して

ＩＣＴ利活用に関する助言、提言、情報提供等を行うものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第１１条 第９条第２項の通知を受けた申請団体（以下、「派遣受入団体」という。）は、

派遣決定の内容又はこれに付された条件に不服があるときは、申請を取り下げること

ができる。 

２ 派遣受入団体は、前項の規定により申請を取り下げようとするときは、第９条第２

項の通知があった日から２０日以内に、様式第４号による派遣申請取下届出書を総務

省に提出しなければならない。 

 

（変更等の承認） 

第１２条 派遣受入団体は、第９条第２項の通知を受けた後において、申請の内容を変

更するときは、あらかじめ、様式第５号による変更承認申請書を総務省に提出し、そ

の承認を受けなければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合はこの

限りではない。 

（１）派遣目的に変更をもたらすものでなく、かつ、変更を認めることにより、より能

率的に派遣目的を達成できると考えられる場合 

（２）派遣目的及び本事業の推進に影響の少ない軽微な変更である場合 

２ 総務省は、前項の承認をする場合において、必要に応じ派遣決定の内容を変更し、

又は条件を付すことができる。 

３ 総務省は、前項の規定により派遣決定の内容を変更し、又は条件を付した場合は、

様式第６号による派遣決定変更通知書により派遣受入団体に通知するものとする。 

４ 派遣受入団体は、やむを得ない理由により派遣事業を休止又は廃止しようとすると

きは、その理由を記載した様式第７号による休止（廃止）承認申請書を総務省に提出

し、その承認を受けなければならない。 

５ 総務省は、前項の規定により派遣事業の休止又は廃止の承認をする場合は、様式第

８号による休止（廃止）承認通知書により派遣受入団体に通知するものとする。 

 



 
 

（状況報告） 

第１３条 派遣受入団体は、派遣事業の遂行状況について、派遣を受けた月毎に、原則

として翌月１０日までに、様式第９号による実施状況報告書を総務省に提出しなけれ

ばならない。 

２ マネージャーは、派遣事業の遂行状況について、派遣された月毎に、原則として翌

月１０日までに、様式第１０号による活動状況報告書を総務省に提出しなければなら

ない。 

３ 総務省は、本事業の実施期間中及び終了後に、必要に応じ、派遣受入団体及びマネ

ージャーに対し、実施状況に関するヒアリング又は意見交換を実施することができる。 

 

（実績報告） 

第１４条 派遣受入団体及びマネージャーは、派遣事業が終了したとき又は第１２条第

５項による派遣事業の廃止の承認を受けたときは、その日から起算して２週間以内に、

派遣受入団体は様式第１１号により、マネージャーは様式第１２号によりそれぞれ実

績報告書を総務省に提出しなければならない。 

 

（謝金及び旅費の額の確定等） 

第１５条 総務省は、第１３条第１項及び第２項の報告書の提出を受けた場合において、

当該報告書に係る派遣事業の実施状況が派遣の決定の内容（第１２条第１項の承認を

した場合は、その承認した内容）及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、

マネージャーに支払う謝金及び旅費の額を確定し、マネージャーに通知するものとす

る。 

２ 謝金及び旅費は、前項の規定により支払うべき額を確定した後に支払うものとする。 

 

（守秘義務） 

第１６条 マネージャーは、本事業により知り得た情報については、公にされている事

項を除き、他に漏らしてはならず、派遣受入団体の許可なく、派遣先における業務の

履行以外の目的で使用してはならない。 

 

（委嘱の取消し） 

第１７条 総務省は、マネージャーが次の各号のいずれかに該当すると認められる場合

において、第６条の選任の決定を取り消すことができる。 

（１）マネージャーが、業務上知り得た秘密を漏らした場合 

（２）マネージャーが、業務の遂行を怠った場合 

（３）マネージャーが、業務中に国の派遣者としてふさわしくない行為を行った場合 

（４）マネージャーが、その他本事業の目的又は内容を逸脱した行為を行った場合 



 
 

（５）マネージャーが、心身の故障のため業務に支障をきたす場合 

（６）マネージャーが、第６条の選任時の資質を満たさなくなった場合その他総務省が

委嘱を取り消す必要があると認める場合 

２ 総務省は、前項の規定によりマネージャーの委嘱を取り消した場合、様式第１４号

による委嘱取消通知書によりマネージャーに通知し、派遣受入団体にもその旨を通知

するものとする。 

３ 総務省は、前項の規定によりマネージャーの委嘱を取り消した場合、代わりに派遣

するマネージャーを選任できる。 

 

（派遣決定の取消し） 

第１８条 総務省は、派遣受入団体が次の各号のいずれかに該当すると認められる場合

において、第９条の決定の内容（第１２条第１項の承認をした場合は、その承認をし

た内容）の全部若しくは一部を取り消し、又は変更することができる。 

（１）派遣受入団体が、本要綱又はこれに基づく総務省の処分若しくは指示に違反した

場合 

（２）派遣の決定後生じた事情の変更等により、本事業の全部又は一部を継続する必要

がなくなった場合 

（３）派遣受入団体が、派遣事業に関して不正、怠慢その他不適当な行為をした場合 

２ 総務省は、前項の規定により派遣決定の全部若しくは一部を取り消し､又は変更す

る場合は、様式第１３号による派遣決定取消（変更）通知書により派遣受入団体に通

知するものとする。 

 

（その他必要な事項） 

第１９条 マネージャーに関する庶務は、情報流通行政局地域通信振興課及び同課で指

定した委託先等で処理する。 

２ 本事業の実施に関するその他の必要な事項は、別に定める。 
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様式第１号（第４条関係） 
番      号 
平成  年  月  日 

 
 
 
 
総務省政策統括官（情報通信担当） 殿 
 
 
 

 
派遣申請団体の名称 代表者氏名 印 

 
 
 
 

平成  年度 ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業 申請書 
 
 
 

平成２８年度ＩＣＴ地域マネージャー派遣を受けたいので、関係書類を添えて下記のとおり申請し

ます。 
 
 

記 
 
 
１ 派遣区分  □ 新規派遣 

□ 継続派遣           
※昨年度に同一内容の事業でマネージャー派遣を受けた場合に選択（本記載（赤字）は提出時削除願います。） 

 
２ 申請者 
 
 
 
３ 派遣期間  派遣決定日 ～ 平成２８年２月２８日 
 
 
 
４ 添付資料 

（１）ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業・事業計画書（別紙） 
（２）その他参考となる資料 
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別紙 
 

ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業・事業計画書 
 

１ 実施主体 
申請主体名 ●●県△△市 

申請主体の長名 ●●県△△市 市長 総務太郎 

 

担当者連絡先 ●●部△△課 係長 総務次郎 

電話：00‐0000‐0000   メール：0000@000.000.00 

 

２ 事業概要 

 

事業の名称 ※ 実施する事業名を記載 

事業内容 ※ 実施する事業の内容を記載 

 

事業の目的 ※ 事業の最終的な目的を記載 

 

本年度の 

成果目標 

※ マネージャー派遣期間中に達成すべき成果目標を具体的に記載 

 例１ ブロードバンド整備方針の策定 

 例２ 高齢者支援システムの調達・導入 

 例３ Facebook 運用ガイドラインの策定及び運用開始 

 

実施体制 ※ マネージャーを活用する事業を推進する庁内の体制、（連携する場合）他の

団体との連携体制について記載すること。 

※ 申請主体が地方公共団体ではない場合は、地方公共団体との関係、連携体制

について必ず記載すること。 

※ 地域おこし協力隊等の他の派遣者や、地元関係（大学やＮＰＯ）、コンサル

ティング業者等と連携して事業を実施する場合はその旨を記載すること。 

 

現在までの 

検討状況 

※ 新規派遣にあっては、マネージャーの助言等を必要とする事業について、既

に検討や取組みを進めている場合、その状況を記載すること。 

※ 継続派遣にあっては、前年度のマネージャー派遣事業における検討状況を記

載すること。 

 

派遣を希望する 

専門家 

□有 ※ 地域情報化アドバイザー等で派遣を希望する専門家がいる場合は

記載すること。 

※ 継続派遣で前年度と同じマネージャーの派遣を希望する場合は、当

該マネージャーの氏名を記載すること。 

□無 派遣される専門家に求める専門分野・能力： 
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事業の実施 

スケジュール 

 

  月 実施内容： 

※ 当該月に予定する実施事業の取組内容について記載すること。 

予定派遣回数等  回（  時間） 

マネージャーに求める業務： 

 

 

  月 実施内容： 

※ 当該月に予定する実施事業の取組内容について記載すること。 

予定派遣回数等  回（  時間） 

マネージャーに求める業務： 

 

 

  月 実施内容： 

※ 当該月に予定する実施事業の取組内容について記載すること。 

予定派遣回数等  回（  時間） 

マネージャーに求める業務： 

 

 

  月 実施内容： 

※ 当該月に予定する実施事業の取組内容について記載すること。 

予定派遣回数等  回（  時間） 

マネージャーに求める業務： 

 

 

  月 実施内容： 

※ 当該月に予定する実施事業の取組内容について記載すること。 

予定派遣回数等  回（  時間） 

マネージャーに求める業務： 

 

 

  月 実施内容： 

※ 当該月に予定する実施事業の取組内容について記載すること。 

予定派遣回数等  回（  時間） 

マネージャーに求める業務： 

 

 

  月 実施内容： 

※ 当該月に予定する実施事業の取組内容について記載すること。 

予定派遣回数等  回（  時間） 

マネージャーに求める業務： 

   月 実施内容： 

※ 当該月に予定する実施事業の取組内容について記載すること。 

予定派遣回数等  回（  時間） 

マネージャーに求める業務： 

 

３ その他 

 

派遣完了後の予

定 

※ 派遣終了後の取組予定、マネージャーの派遣による成果の活用方法について

記載すること。 
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関連事業 ※ マネージャーを派遣する事業以外で関連する事業があれば、その事業内容、

負担額及び負担方法について記載すること。 

※ その他関連する事業があれば記載 

その他 ※ その他必要な事項、参考事項等を記載 

 
 
添付書類：※ 実施事業に関して、参考となる資料があれば添付すること。 
※ 様式中の「※ （赤字の記載）」は記載要領であるので、申請時には抹消すること。 
※ 適宜行を増やして記載すること。 
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様式第２号（第９条第２項関係） 
番      号 
平成  年  月  日 

 
 
 
 
ＩＣＴ地域マネージャー氏名 殿 
 
 
 

 
総務省政策統括官（情報通信担当） 印 

 
 
 
 

平成  年度 ＩＣＴ地域マネージャー 委嘱状 
 
 
 
 平成  年度ＩＣＴ地域マネージャーの任を委嘱する。 
 
 
 
 
 

記 
 
 
 
１ 委嘱期間  平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 
 
 
 
２ 派遣先 
 
 
 
３ 業務内容 
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様式第３号（第９条第２項関係） 
番      号 
平成  年  月  日 

 
 
 
 
派遣受入団体の名称 代表者氏名 殿 
 
 
 

 
総務省政策統括官（情報通信担当） 印 

 
 
 
 

平成  年度 ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業 派遣決定通知書 
 
 
 
  平成    年    月    日付第     号で申請のあった平成    年度ＩＣＴ地域マネージャー派遣事

業については、下記のとおり派遣することに決定したので通知する。 
 
 

記 
 
 
１ 派遣区分  □ 新規派遣 

□ 継続派遣 
 
２ 派遣先 
 
 
 
３ 派遣期間  平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 
 
 
 
４ 派遣ＩＣＴ地域マネージャー名  
 
 
 
５ 派遣の条件 
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様式第４号（第１１条第２項関係） 
番      号 
平成  年  月  日 

 
 
 
 
総務省政策統括官（情報通信担当） 殿 
 
 
 

 
派遣受入団体の名称 代表者氏名 印 

 
 
 
 

平成  年度 ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業 派遣申請取下届出書 
 
 
 
  平成    年    月    日付総情地第    号で派遣決定通知のあった平成    年度ＩＣＴ地域マネー

ジャー派遣については、同決定の内容又は決定に付された条件のうち、下記の事項について不服があ

るので、申請書（平成    年    月    日付け    第    号）を取り下げます。 
 
 

記 
 
 
１ 派遣区分  □ 新規派遣 

□ 継続派遣 
 
 
２ 派遣先 
 
 
 
３ 不服のある決定の内容又は決定に付された条件 
 
 
 
４ 理由 
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様式第５号（第１２条第１項関係） 
番      号 
平成  年  月  日 

 
 
 
 
総務省政策統括官（情報通信担当）   殿 
 
 
 

 
派遣受入団体の名称 代表者氏名 印 

 
 
 
 

平成  年度 ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業 変更承認申請書 
 
 
 

  平成    年    月    日付総情地第    号で派遣の決定通知のあった平成    年度ＩＣＴ地域マネ

ージャー派遣事業の一部を変更する必要があるので、下記のとおり申請します。 
 
 

記 
 
 
１ 派遣区分  □ 新規派遣 

□ 継続派遣 
 
 
２ 派遣先 
 
 
 
３  変更事項及びその内容 
 
 
 
４  変更を必要とする理由 
 
 
 
５  変更が派遣事業に及ぼす影響 
 
 
 
６ 添付書類 
   派遣を受ける事業の概要（添付書類 様式第１号関係）及び変更前後を対比して記載した資料 
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様式第６号（第１２条第３項関係） 
番      号 
平成  年  月  日 

 
 
 
 
派遣受入団体の名称 代表者氏名 殿 
 
 
 

 
総務省政策統括官（情報通信担当） 印 

 
 
 
 

平成  年度 ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業 派遣決定変更通知書 
 
 
 
  平成    年    月    日付第     号で申請のあった平成    年度ＩＣＴ地域マネージャー派遣事

業の変更については、下記のとおり変更承認することにしたので通知する。 
 
 

記 
 
 
１ 派遣区分  □ 新規派遣 

□ 継続派遣 
 
 
２ 派遣先 
 
 
 
３  派遣の対象となる事業の内容は、 

□ 変更承認申請書に記載されたとおりとする。 
□ 一部修正の上、別紙のとおりとする。 

 
 
 
４ 派遣の条件 
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様式第７号（第１２条第４項関係） 
番      号 
平成  年  月  日 

 
 
 
 
総務省政策統括官（情報通信担当） 殿 
 
 
 

 
派遣受入団体の名称 代表者氏名 印 

 
 
 
 

平成  年度 ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業 休止（廃止）承認申請書 
 
 
 

  平成    年    月    日付総情地第    号で派遣の決定通知のあった平成    年度ＩＣＴ地域マネ

ージャー派遣事業を休止（廃止）したいので、下記のとおり申請します。 
 
 

記 
 
 
１ 派遣区分  □ 新規派遣 

□ 継続派遣 
 
 
２ 派遣先 
 
 
 
３ 休止（廃止）する事業内容 
 
 
 
４  事業を休止（廃止）する理由 
 
 
 
５ 事業の再開の見通し（事業を中止する場合のみ） 

（１）休止期間          年    月    日  ～      年    月    日 
（２）再開予定日        年    月    日 
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様式第８号（第１２条第５項関係） 
番      号 
平成  年  月  日 

 
 
 
 
派遣受入団体の名称 代表者氏名 殿 
 
 
 

 
総務省政策統括官（情報通信担当） 印 

 
 
 
 

平成  年度 ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業 休止（廃止）承認通知書 
 

 
 
  平成    年    月    日付第     号で申請のあった平成    年度ＩＣＴ地域マネージャー派遣事

業の休止（廃止）については、下記のとおり承認することにしたので通知する。 
 
 

記 
 
 
１ 派遣区分  □ 新規派遣 

□ 継続派遣 
 
 
２ 派遣先 
 
 
３ 事業の再開の見通し（事業を休止する場合のみ） 

（１）休止期間          年    月    日  ～      年    月    日 
（２）再開予定日        年    月    日 

 
 
４ その他 
  （※）本通知の日から、一ヶ月以内に、事業廃止までの間の実績報告書（様式１１号）を提出す

ること。 
  ※廃止の場合のみ記入 
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様式第９号（第１３条第１項関係） 

番      号 
平成  年  月  日 

 
 
 
 
総務省政策統括官（情報通信担当） 殿 
 
 
 

 
派遣受入団体の名称 代表者氏名 印 

 
 
 
 

平成  年度 ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業  月実施状況報告書 
 
 
 

  平成    年    月    日付総情地第    号で派遣の決定通知のあった平成    年度ＩＣＴ地域マネ

ージャー派遣事業の 月実施状況について、下記の通り報告します。 
 
 

記 
 
 
１ 派遣区分  □ 新規派遣 

□ 継続派遣 
 
 
２ 派遣先 
 
 
 
３ 派遣事業の進捗状況 
 
 
 
４ 添付書類 
 （１）実施状況報告書（別紙１） 

（２）その他参考となる資料  
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別紙１  
ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業・実施状況報告書 

 
１ 実施主体 
派遣受入団体名 ●●県△△市 

代表団体の長名 ●●県△△市 市長 総務太郎 

担当者連絡先 ●●部△△課 係長 総務次郎 

電話：00‐0000‐0000   メール：0000@000.000.00 

派遣専門家名  

 

 ２ 実施内容 

 

第１回 
※回数は通算回数で

はなく、月ごとに実施

した回数を記載 

実施日及び

場所 

※派遣実施年月日、実施時間（開始時間と終了時間、及び休憩時間）、

場所を記載すること。（複数日にまたがる場合は、日にちごとに

記載すること。） 

参加者 ※出席者名を漏れなく記載すること（書ききれない場合は別紙を添

付して記載） 

業務概要 ※マネージャーが実施した業務の概要を記載すること。（複数

日にまたがる場合は、日にちごとに記載すること。） 

助言内容 ※マネージャーから助言、提言等を受けた事項について具体的

かつ詳細に記載すること。（複数日にまたがる場合は、日にち

ごとに記載すること。） 

 

 

助言成果 ※マネージャーから受けた助言、提言等による成果や、助言、

提言等の今後の活用方法について、具体的かつ詳細に記載す

ること 

 

 

 

進捗状況 ※実施事業の目的・成果目標に対する進捗状況を具体的に記載

すること 

 

 

 

課題/方針 ※今後の課題・方針について記載すること 

 

 

その他  
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第２回 派遣実施日 ※派遣実施年月日、実施時間（開始時間と終了時間、及び休憩

時間）、場所を記載すること。（複数日にまたがる場合は、

日にちごとに記載すること。） 

参加者 ※出席者名を漏れなく記載すること（書ききれない場合は別紙

を添付して記載） 

業務概要 ※マネージャーが実施した業務の概要を記載すること。（複数

日にまたがる場合は、日にちごとに記載すること。） 

助言内容 ※マネージャーから助言、提言等を受けた事項について具体的

かつ詳細に記載すること。（複数日にまたがる場合は、日にち

ごとに記載すること。） 

 

 

助言成果 ※マネージャーから受けた助言、提言等による成果や、助言、

提言等の今後の活用方法について、具体的かつ詳細に記載す

ること 

 

 

 

進捗状況 ※実施事業の目的・成果目標に対する進捗状況を具体的に記載

すること 

 

課題/方針 ※今後の課題・方針について記載すること 

 

 

その他  

 

 

その他  

 

 

（注）１月に２回以上の派遣を受けた場合は適宜欄を追加すること。 

添付資料：※ マネージャー派遣時の打ち合わせ等で使用した資料を添付すること。  
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様式第１０号（第１３条第２項関係） 
平成  年  月  日 

 
 
 
 
総務省政策統括官（情報通信担当） 殿 
 
 
 

 
ＩＣＴ地域マネージャー氏名    印 

 
 
 
 

平成  年度 ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業  月活動状況報告書 
 
 
 

  平成    年    月    日付総情地第    号で委嘱されたＩＣＴ地域マネージャーとしての 月の活

動状況について、下記の通り報告します。 
 
 

記 
 
 

 
 
１ 派遣先 
 
 
 
２ 派遣事業に関する特記事項 
  ※派遣事業における助言内容、進捗状況など特に必要があれば記載して下さい。 
 
 
３ 添付資料 

 （１）旅費支払に関する領収書（原本） 
  （２）その他参考資料 
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様式第１１号（第１４条関係） 
番      号 
平成  年  月  日 

 
 
 
 
総務省政策統括官（情報通信担当） 殿 
 
 
 

 
派遣受入団体の名称 代表者氏名 印 

 
 
 

平成  年度 ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業 実績報告書 
 
 
 

  平成    年    月    日付総情地第    号で派遣の決定通知のあった平成    年度ＩＣＴ地域マネ

ージャー派遣事業は、完了（廃止）しましたので、平成  年度における実績について、下記の通り

報告します。 
 

記 
 
１ 派遣区分  □ 新規派遣 

□ 継続派遣 
 
２ 派遣先 
 
３ 事業概要 
  ※申請時の事業概要と整合をとって記入すること。 
 
４  実施期間   
  ※マネージャーが関与した期間を記入すること。 例 派遣開始日～最終派遣日 
 
５ 派遣回数 
 
６ 派遣事業に係る当初の課題 
 
７ 派遣成果 
（１）成果目標の達成状況 
  ※申請時の事業計画書に記載の成果目標ごとに達成状況を記載。 
（２）事業におけるマネージャーの役割 
（３）マネージャーから受けた助言、提言等の内容 
（４）今後の取組方針・課題 
 
８ 地域情報化マネージャーに対する評価 ※該当の箇所に○を付けて下さい。 

 A 感激・感銘を受けるレベル  D やや、物足りないレベル 
 B 大変満足できるレベル  E 不満が残るレベル 
 C 満足できるレベル   

 
９ その他 ※その他、所感等ご自由に記載願います。その他参考資料があれば添付して下さい。 
 



 

17 
 

  様式第１２号（第１４条関係） 
平成  年  月  日 

 
 
 
総務省政策統括官（情報通信担当） 殿 
 
 
 

 
ＩＣＴ地域マネージャー氏名    印 

 
 
 
 

平成  年度 ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業 実績報告書 
 

  
 

  平成    年    月    日付総情地第    号で委嘱されたＩＣＴ地域マネージャー派遣事業は、完了

（廃止）しましたので、平成  年度における実績について、下記の通り報告します。 
 
 

記 
 
１ 派遣先 
 
２ 事業概要 
  ※申請時の事業概要と整合をとって記入すること。 
 
 
３  実施期間   
  ※マネージャーとして関与した期間を記入すること。 例 派遣開始日～最終派遣日 
 
４ 派遣回数 
 
５ 派遣事業に係る当初の課題 
 
 
６ 派遣業務及び成果 
（１）成果目標の達成状況 
（２）事業におけるマネージャーの役割 
（３）マネージャーが行った助言、提言等の内容 
（４）今後の取組方針・課題 
 
 
７ マネージャー制度の課題 
  ※実際の派遣を通じて、感じた課題や制度の改善点等があれば記載すること。 
 
 
８ その他 
  ※その他、所感等ご自由に記載願います。  
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様式第１３号（第１７条第２項関係） 
番      号 
平成  年  月  日 

 
 
 
 
派遣受入団体の名称 代表者氏名 殿 
 
 
 

 
総務省政策統括官（情報通信担当） 印 

 
 
 
 

平成  年度 ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業 派遣決定取消（変更）通知書 
 

 
 
  平成    年    月    日付総情地第     号で派遣決定した平成    年度ＩＣＴ地域マネージャー

派遣事業については、下記のとおり取り消す（変更する）ので通知する。 
 
 

記 
 
 
１ 派遣区分  □ 新規派遣 

□ 継続派遣 
 
２ 派遣先 
 
 
３ 事業名 
 
 
４ 取消（変更）区分 
 
  □ 全部 
  □ 一部 
    取消（変更）内容 
    （※一部の場合は該当する内容を記入） 
 
 
５ 取消（変更）理由 
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様式第１４号（第１８条第２項関係） 
番      号 
平成  年  月  日 

 
 
 
 
ＩＣＴ地域マネージャー氏名 殿 
 
 
 

 
総務省政策統括官（情報通信担当） 印 

 
 
 
 

平成  年度 ＩＣＴ地域マネージャー派遣事業 委嘱取消通知書 
 

 
 
  平成    年    月    日付総情地第     号で貴殿をＩＣＴ地域マネージャーに委嘱したが、下記

のとおり取り消すので通知する。 
 
 

記 
 
１ 取消月日 
 
 
２ 派遣先 
 
 
３ 業務内容 
 
 
４ 取消理由 
 
 



 

 

総合通信局及び沖縄総合通信事務所担当課一覧 

 
 

（北海道） 

北海道総合通信局情報通信部情報通信振興課 

〒060-8795 札幌市北区北８条西 2-1-1 

札幌第１合同庁舎 12F 

電話：011-709-2311(内 4716)／ﾌｧｯｸｽ：011-709-2482 

e-mail：chousei-k@soumu.go.jp 

（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）  

近畿総合通信局情報通信部情報通信振興課 

〒540-8795 大阪市中央区大手前 1-5-44 

大阪合同庁舎第１号館 

電話：06-6942-8520／ﾌｧｯｸｽ：06-6920-0609 

e-mail：ict-kinki@ml.soumu.go.jp 

（青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県） 

東北総合通信局情報通信部情報通信振興課 

〒980-8795 仙台市青葉区本町 3-2-23 仙台第２合同庁舎 

電話：022-221-7432／ﾌｧｯｸｽ：022-221-0613 

e-mail：sinkokikaku-toh@ml.soumu.go.jp 

（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県） 

中国総合通信局情報通信部情報通信振興課 

〒730-8795 広島市中区東白島町 19-36 

電話：082-222-3413／ﾌｧｯｸｽ：082-502-8152 

e-mail：chugoku-shinko@ml.soumu.go.jp 

（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県）  

関東総合通信局情報通信部情報通信振興課 

〒102-8795 東京都千代田区九段南 1-2-1 

電話：03-6238-1693／ﾌｧｯｸｽ：03-6238-1699 

e-mail：kanto-keikaku@soumu.go.jp 

（徳島県、香川県、愛媛県、高知県） 

四国総合通信局情報通信部情報通信振興課 

〒790-8795 松山市宮田町 8-5 

電話：089-936-5061／ﾌｧｯｸｽ：089-936-5014 

e-mail：shikoku-chiiki@soumu.go.jp 

（新潟県、長野県） 

信越総合通信局情報通信部情報通信振興室 

〒380-8795 長野市旭町 1108 長野第１合同庁舎 

電話：026-234-9933／ﾌｧｯｸｽ：026-234-9999 

e-mail：shinetsu-event@soumu.go.jp 

（福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）  

九州総合通信局情報通信部情報通信振興課 

〒860-8795熊本市西区春日 2-10-1熊本地方合同庁舎 11F  

電話：096-326-7826／ﾌｧｯｸｽ：096-326-7829 

e-mail：h-shinkou@soumu.go.jp 

（富山県、石川県、福井県） 

北陸総合通信局情報通信部情報通信振興室 

〒920-8795 金沢市広坂 2-2-60 金沢広坂合同庁舎 

電話：076-233-4431／ﾌｧｯｸｽ：076-233-4499 

e-mail：hokuriku-shinkou@soumu.go.jp 

（沖縄県） 

沖縄総合通信事務所情報通信課 

〒900-8795 那覇市旭町 1-9カフーナ旭橋Ｂ－１街区 5F 

電話：098-865-2304／ﾌｧｯｸｽ：098-865-2311 

e-mail：okinawa-sinko@ml.soumu.go.jp 

（岐阜県、静岡県、愛知県、三重県） 

東海総合通信局情報通信部情報通信振興課 

〒461-8795 名古屋市東区白壁 1-15-1  

名古屋合同庁舎第３号館 

電話：052-971-9109,9404／ﾌｧｯｸｽ：052-971-3581 

e-mail：tokai-shinko@soumu.go.jp 

 

 

別紙３ 


